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約45万台から
約50万台へ増加

令和 年度補正予算・変更点について

• 令和 年度補正予算においては、補助額を引き下げ、支援台数を増加させることで、導⼊の加速を目指す。

• また、「基礎要件」を廃止し、より⾼機能製品（「 機能を具備した機器（ 要件、 要件）」や、「更に
省エネ性能の⾼い機器（ ＋ 要件）」）へのシフトを目指す。

エ
コ
キ
ュ
ー
ト

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

給
湯
機

エ
ネ

フ
ァ
ー
ム

撤
去

加
算

基礎要件

要件

要件

＋ 要件

基礎要件

要件

要件

＋ 要件

基礎要件

要件

電気蓄熱暖房機

電気温水器

６万円 台

１０万円 台

１２万円 台

１３万円 台

８万円 台

１３万円 台

１３万円 台

１５万円 台

１６万円 台

２０万円 台

８万円 台

４万円 台

新基礎要件
（Ａ要件）

上位要件
（Ａ＋Ｂ要件）

上位要件
（Ａ＋Ｂ要件）

新基礎要件
（Ｃ要件）

電気蓄熱暖房機

電気温水器

７万円 台

１ 万円 台

廃止

廃止

１ 万円 台

廃止

１ 万円 台

４万円 台

２万円 台

廃止

廃止

新基礎要件
（Ａ要件） １０万円 台

これまでの仕組み 新制度
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想定支援台数
　5万台増加

給湯省エネ事給湯省エネ事業業 （（経済産業省） ・ 昨年からの主な変更点経済産業省） ・ 昨年からの主な変更点（（新築）新築）

省エネ化補正予算案 閣議決定省エネ化補正予算案 閣議決定
みらいエコ住宅 2026事業創設みらいエコ住宅 2026事業創設

３省合同リフォーム補助金も３省合同リフォーム補助金も  高性能  高性能窓 ・ 給湯や省エネ改修対象窓 ・ 給湯や省エネ改修対象
11月21日、令和7年度補正予算案が閣議決定され、住宅の省エネ化への支援を強化するための補助制度が盛り込

まれた。国土交通省、環境省は「GX志向型住宅の新築（注文住宅・分譲住宅・賃貸住宅）」や、子育て世帯・若者

夫婦世帯を対象とする「長期優良住宅・ZEH水準住宅の新築（注文住宅・分譲住宅・賃貸住宅）」を支援する。また、

国土交通省、環境省、経済産業省は、住宅の省エネリフォーム等に関する補助制度をそれぞれ実施するとともに、

各事業をワンストップで利用可能とするなど連携して支援を行う予定だ。交付申請の手続き期間は申請受付開始

から予算上限に達するまでだが、遅くとも2026年12月31日までとしている。また、新築の「ZEH水準住宅」のうち、

注文住宅に関しては、新築の注文住宅におけるZEH水準への適合が一定程度進んでいることを考慮し、交付申請

の期限を予算上限に達するまで、遅くとも2026年9月30日までとする。

2 月上旬
公式HP開設
詳細情報公表 4 月下旬

ワンストップ
申請開始

（リフォーム戸別）
※戸建て

5 月中旬
交付申請開始
（新築）

3 月下旬
交付申請開始
（リフォーム）

3 月下旬
交付申請開始

3 月上旬
事業者登録開始

2 月下旬
公式HP開設
詳細情報公表

国
交
省

３
省
合
同 ※確定情報は行政の

発表をお待ち下さい

補助金制度の今後の流れ補助金制度の今後の流れ（（昨年実績に基づいた想定）昨年実績に基づいた想定）

今 回からは高性 能な給 湯 器 を普及させるために

一定の 性 能を 持っている給 湯 器から「基 礎 要件」として扱うようにします。

●A要件・C要件●
DR機能等を具備した機器

●A＋B要件●
更に省エネ性能の⾼い機器

※詳細情報は今後発表※



Monthly HAKKO 2026 年 1 月号 vol.85

新制度で基礎要件の
内容変更, 詳細は左ページ

要件は前年から変わらず

昨 年 か ら の 主 な 変 更 点 （ 新 築 ）昨 年 か ら の 主 な 変 更 点 （ 新 築 ）

昨 年 か ら の 主 な 変 更 点 （ リ フ ォ ー ム ）昨 年 か ら の 主 な 変 更 点 （ リ フ ォ ー ム ）

  高効率給湯
　0～3万円減額

      省エネ改修
　0～40万円増額

  高断熱窓
　100万円減額

   蓄電池
　　補助率  3/10（30％）

へ減額

    GX志向型住宅
　35 ～

　50万円減額

    長期優良住宅
　20～25万円減額

0～5万円減額

    ZEH水準住宅
0～5万円減額

0～5万円減額
（除却無） （除却無）

（除却有） （除却有）

みらいエコ住宅 2026 事みらいエコ住宅 2026 事業業 ・省エネキャンペーン・省エネキャンペーン
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新設住宅着工統計
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 71,871 13.1 3.2

利用関係別

持家 18,081 ▲ 1.1 ▲ 8.2
貸家 30,771 8.0 4.2
給与 539 43.7 ▲ 36.3
分譲 22,480 36.8 14.8

地域別

首都圏 27,269 18.5 6.6
中部圏 7,860 13.5 ▲ 7.9
近畿圏 13,310 22.4 24.3

その他の地域 23,432 2.9 ▲ 5.7

構造別 .
建て方別

木  造 40,597 1.3 ▲ 2.8
一戸建 27,067 1.1 ▲ 4.7

非 木 造 31,274 33.0 12.0
共同住宅 28,180 37.2 15.4

工法別

軸組木造 31,024 3.3 ▲ 2.7
在来非木造 24,181 43.7 12.7
プレハブ 7,998 4.3 9.2

2 × 4 8,668 ▲ 4.0 ▲ 3.8

2025 年 10 月の住宅着工統計調査

商圏内における県別の新設住宅着工統計
滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 福井

住宅合計 706 1,914 7,598 2,379 469 382 
前年比 (%) ▲ 14.8 1.6 42.7 21.6 5.2 27.8

持家 310 305 869 624 196 166 
前年比 (%) ▲ 14.4 ▲ 15.0 ▲ 4.0 ▲ 5.6 5.4 ▲ 6.2

貸家 313 1,095 3,310 1,085 183 192 
前年比 (%) ▲ 15.9 24.7 14.3 52.6 28.9 178.3

給与 0 2 147 14 0 1 
前年比 (%) ▲ 100.0 - 1737.5 ▲ 64.1 - 0.0

分譲 83 512 3,272 656 90 23 
前年比 (%) ▲ 9.8 ▲ 20.7 116.0 20.1 ▲ 23.7 ▲ 55.8

うち集合 0 364 2,542 247 0 0 
前年比 (%) - ▲ 26.6 190.2 384.3 - -

うち戸建 83 148 712 400 90 23 
前年比 (%) ▲ 9.8 ▲ 1.3 12.8 ▲ 19.2 ▲ 22.4 ▲ 55.8

床面積 (㎡ ) 57,291 104,865 548,217 175,838 41,436 33,601 
前年比 (%) ▲ 14.4 ▲ 15.3 46.6 3.0 1.2 13.1

※▲は減少、無印は増加を表す　※単位が明記されていない数字は戸数　出典：国土交通省「住宅着工統計調査」
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着工数（戸） 前年同月比（％） 【 補 足 】
・総着工と床面積が 7 カ月ぶりの増加
・季節調整値は 2 カ月連続の増加
・国交省は反動減解消とみる
・持家は未だ減少つづく
・首都圏の総着工は連続減から増加へ転じる
　→分譲住宅が一転増加し、集合・戸建とも増加
・近畿圏も一転して増加へ
　→持家と分譲戸建以外が全利用関係別で増加

住宅省エネ2026キャンペーン始動！
昨年に続き 4 つの補助金事業が 3 省合同で開始されました。もう間もなく、
ワンストップ申請が開始されます。新築住宅には引き続き GX 志向型住宅の
補 助 が 登 場！ 断 熱 等 級 6、1 次 エ ネ 35 ％ 削 減（GX 志 向 型 要 件 ）、 及 び
ZEH 対応など、お困りの方はぜひ八興営業担当へご相談を！最適な仕様・商
品提案をさせていただきます。また、引き続き省エネ適判など法改正関連に
ついてもサポートします！


